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第３ その他  

１ 情報発信と地域住民の参画  

今後、施策を実施し、継続的に展開していくためには、常日頃からの地域住民や

利用者などの参画が不可欠である。ともに考え、ともに行動するという観点で、よ

り一層住民・利用者などの参加が図られるよう働きかけるものとし、積極的な情報

発信を行っていく。  

また、事業実施段階において、海岸保全基本計画が実効的かつ効率的に執行でき

るよう、適宜地域住民や利用者などの参画を得ることのできる仕組みづくりの推進

を図っていくものとし、以下のような具体的取り組みを実践していく。  

 

○ 海岸の各種情報を広報、冊子、インターネット等で発信し、情報を共有化す

ることによって地域住民・利用者などの参画ができる仕組みづくりを推進す

る。  

○ 事業実施の際には、事前説明会等の地域住民・利用者などとの話し合いの場

を作り、住民合意の形成に努める。  

 

 

２ 計画の見直し  

下記のような場合には、本計画の見直しを行うものとする。  

 

○ 地形変動や大規模な災害に伴い新たな施設の設置が必要とされる場合。  

○ 経済状況の変化等、社会的状況に著しい変化が生じた場合。  
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